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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,921,842 7,104,232

売掛金 ※１  1,900,857 ※１  2,096,103

商品 1,171 2,975

前渡金 8,111 －

前払費用 20,683 89,469

繰延税金資産 121,307 75,661

短期貸付金 ※１  501,700 ※１  200,000

その他 7,027 32,685

流動資産合計 8,482,700 9,601,126

固定資産   

有形固定資産   

建物 40,627 42,077

減価償却累計額 △3,100 △5,025

建物（純額） 37,527 37,052

建物附属設備 25,438 25,438

減価償却累計額 △8,470 △12,398

建物附属設備（純額） 16,968 13,040

車両運搬具 10,409 10,409

減価償却累計額 △4,340 △6,871

車両運搬具（純額） 6,068 3,538

工具、器具及び備品 169,176 159,080

減価償却累計額 △120,319 △126,897

工具、器具及び備品（純額） 48,856 32,183

有形固定資産合計 109,420 85,815

無形固定資産   

のれん 87,485 69,384

商標権 578 507

ソフトウエア 614,257 752,179

ソフトウエア仮勘定 196,270 247,905

無形固定資産合計 898,590 1,069,977

投資その他の資産   

投資有価証券 151,210 63,016

関係会社株式 2,184,948 1,565,520

長期貸付金 － 230,565

出資金 － 28,213

従業員に対する長期貸付金 7,600 2,060

繰延税金資産 521,058 522,497

敷金 169,176 158,817

その他 29,338 37,790

貸倒引当金 － △230,565

投資その他の資産合計 3,063,332 2,377,915

固定資産合計 4,071,344 3,533,707

資産合計 12,554,044 13,134,834
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１  602,184 ※１  601,288

未払金 203,624 327,705

未払費用 25,724 21,801

未払法人税等 677,547 311,116

未払消費税等 62,183 51,707

前受金 11,666 15,730

預り金 32,682 39,358

賞与引当金 132,597 105,953

役員賞与引当金 120,000 －

流動負債合計 1,868,211 1,474,663

固定負債   

役員退職慰労引当金 84,047 106,130

固定負債合計 84,047 106,130

負債合計 1,952,258 1,580,793

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,330,275 2,330,275

資本剰余金   

資本準備金 2,974,810 2,974,810

資本剰余金合計 2,974,810 2,974,810

利益剰余金   

利益準備金 2,885 2,885

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 6,047,023 6,999,202

利益剰余金合計 6,049,909 7,002,088

自己株式 △753,103 △753,103

株主資本合計 10,601,892 11,554,071

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △106 △30

評価・換算差額等合計 △106 △30

純資産合計 10,601,786 11,554,041

負債純資産合計 12,554,044 13,134,834
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平成21年６月12日

株式会社サミーネットワークス 

      取締役会 御中 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている株式会社サミーネットワークスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの
連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作
成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること
にある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社サミーネットワークス及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに
同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。 
  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サ
ミーネットワークスの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る
内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任
は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統
制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、株式会社サミーネットワークスが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内
部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 山  口  直  志  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中  村  宏  之  ㊞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成22年６月16日

株式会社サミーネットワークス 

      取締役会 御中 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている株式会社サミーネットワークスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの
連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作
成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること
にある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社サミーネットワークス及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに
同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。 
  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サ
ミーネットワークスの平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る
内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任
は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統
制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、株式会社サミーネットワークスが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内
部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 山  口  直  志  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中  村  宏  之  ㊞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が
別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成21年６月12日

株式会社サミーネットワークス 

      取締役会 御中 
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社サミーネットワークスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの

第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社サミーネットワークスの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

 

独立監査人の監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 山  口  直  志  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中  村  宏  之  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLのデータ自体は含まれていない。 
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平成22年６月16日

株式会社サミーネットワークス 

      取締役会 御中 
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社サミーネットワークスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの

第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社サミーネットワークスの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

 

独立監査人の監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牧  野  隆  一  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 山  口  直  志  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中  村  宏  之  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLのデータ自体は含まれていない。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月17日 

【会社名】 株式会社サミーネットワークス 

【英訳名】 Sammy NetWorks Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大野 政昭 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役副社長 﨑野 清文 

【本店の所在の場所】 東京都港区南青山三丁目１番31号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長大野政昭並びに取締役副社長﨑野清文は、当社及び当社の関係会社（以下「当社グ

ループ」）の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した

「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る

内部統制を整備及び運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

当社グループの財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である平成22年3月31日を基

準日として行われており、評価に当たっては一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠しております。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえ、評価対象とする業務プロセスを選定いたしました。当該業務プ

ロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及

ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部

統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社並びに連結子会社及び持分法適用関連会社について、財

務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しております。財務報告の信頼性に及

ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社及び連結子会社1社を

対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理

的に決定しております。なお、持分法適用関連会社株式会社エルテックスについては、金額的及び質的重

要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね2/3程度の割合

に達している事業拠点を「重要な事業拠点」としております。選定した重要な事業拠点においては、企業

の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高及び売掛金に至る業務プロセスを評価の対象といたしま

した。さらに選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要

な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大き

い取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務

プロセスとして評価対象に追加しております。 

  

上記の評価の結果、平成22年３月31日現在における当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であ

ると判断いたしました。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月17日 

【会社名】 株式会社サミーネットワークス 

【英訳名】 Sammy NetWorks CO.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大野 政昭 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役副社長 﨑野 清文 

【本店の所在の場所】 東京都港区南青山三丁目１番31号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長大野政昭及び当社最高財務責任者﨑野清文は、当社の第11期(自 平成21年４月１

日 至 平成22年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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